
Ⅴ 財団法人 京都市音楽芸術文化振興財団の統合について 
財団法人京都市音楽芸術文化振興財団は、京都コンサートホール、京都会館、

各文化会館及び円山公園音楽堂等の管理運営を受託している団体である。 
 
１ 統合の経緯について 

財団法人京都市音楽芸術振興財団（以下、「旧振興財団」という。）が、平

成５年の京都コンサートホール建設の際、基本財産 50,000 千円全額京都市の

出えんにより設立された。 
平成１２年１０月１日、財団法人京都市文化ホール運営センター（以下「運

営センター」という。）を統合して、財団法人京都市音楽芸術文化振興財団（以

下「新振興財団」という。）となった。 
この統合は、「京都新世紀に向けた市政改革行動計画」における外郭団体の

効率化、活性化をめざす再整備策の一環としてなされたものである。 
  
 
２ 統合による成果の検証について 

市政改革の一環として財団の統合が行われたが、それによってどのように

合理的、効率的になったのか、有効性について検証した。 
 

(1) 職員数 
運営センター、旧振興財団、新振興財団の職員数の推移は、次表「統合に

伴う職員の配置状況の推移」にみられるとおりである。 
これを見ると、運営センターの職員数５６人と旧振興財団１３人が新振興

財団に統合することにより合計６９人となるところ、退職による欠員２人

その他減少１人があって、職員数は６６人となっている。しかし、直後の

平成１３年５月１日においては欠員２名の補充が行われ、文化会館１人が

採用され、当初職員６９人に戻っており、職員数の削減は事実上行われて

いない。 
なお、統合前の京都会館の職員数２３人と、新設された右京ふれあい文化

会館６名を加えて、平成１３年５月１日現在では、総数９８人である。 
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(3) 決算額の推移 
統合前と統合後の財務の状況の推移を見るために、次頁の統合前年度その

１、統合年度その２及び統合前後の年度比較その３にまとめてみた。 
統合日が平成１２年１０月１日であるので、統合年度は上半期が運営セン

ター分及び京都会館（旧管理施設分）分であり、下半期は京都コンサート

ホール分が統合によって加えられた。それらを合計して、統合年度の決算

額を算出してみると、平成１１年度の統合前の決算額を合計し統合したと

仮定した場合の支出金額 1,590,387,823 円と、平成１２年度の統合年度にお

ける、統合したと仮定した場合の支出金額 1,597,873,026 円とはほぼ同水準

である。 
次に平成１３年度の統合後の決算額は、平成１３年度から新たに「京都会

館」、「円山公園音楽堂」及び「右京ふれあい文化会館」の管理運営を京都

市から受託したので収入支出とも増加しているが、新振興財団における京

都会館、文化会館及び京都コンサートホールの決算額は、概ね例年と同水

準と見られる。 
ただし、平成１３年度における、新たに受託した管理部分については、区

分ができない状況である。 
これらを検討すると、基本的には統合による収支の増減はなく、統合によ

る決算上における目立った経費の節減はない。 
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(4) 事業準備引当金について 
旧振興財団の平成１３年３月１２日における、平成１２年度第４回理事会、

評議員会の議案書によれば、「京都市文化ホール運営センターの残余財産の

引継ぎについて」の議案の中で、引継ぎ財産の一つに「事業準備引当預金

68,342,712 円」がある。 
そこで、文化ホールの平成９年度事業報告並びに収入支出決算書から順次

貸借対照表を見たところ、固定負債に「事業準備金 68,342,712 円」が記載

されており次のような経緯である。 
年度 事業準備金 対応する定期預金等の財産 
9 年度 

10 年度 
11 年度 
12 年度 

(12.9.30) 
12 年度 

(引継書) 

68,342,712 円 
68,342,712 円 
68,342,712 円 
68,342,712 円 

 
68,342,712 円 
 

区分されていない。 
区分されていない。 
区分されていない。 
区分されていない。 

 
事業準備預金として現金預金 250,747,950

円の内訳の一つとして記されている。 
しかし、会計伝票である「振替伝票」を見た

ところ、新振興財団が受入れた財産は次のとお

りである。 
照明材料          3,932,044 円 
什器備品          10,167,594円 
事業準備金積立預金増加額  54,243,074円 

合 計         68,342,712 円 
 

このように事業準備金は会計学上から見れば、目的を特定しない内部留保

金と見ることができ、この準備金の目的を特定せず、預金や固定資産など

の留保の形が明らかにしないまま、財団内部に留保し、統合により引継が

れている。 
統合によって受継がれた事業準備金は、新振興財団の「平成１３年度事業

報告及び収支決算」を見ると、「退職給与引当預金積立てのための事業準備

積立預金の取崩収入」として 39,255,000 円を取崩し、「事業準備積立預金

29,088,550 円が計上されている。 
このことから事業準備金には負債性はなく、正味財産を構成するものと思

料される。 

  



(5) その他統合の効果 
効率的な事業の執行と細やかな市民サービスを目ざし統合した結果は、ど

うであったかについて検証する。当初文化市民局で統合の効果として掲げ

た事項は、平成１２年９月付けの文書「財団の統合及び名称変更について」

において見ることができる。 
要約すると次の６点である。 

① 文化会館の活用によるクラシック音楽のファン層の拡大 
② 両財団の人的ストック及びノウハウによる事業展開 
③ 広報誌・友の会による広報・宣伝の充実 
④ 音楽業界等における営業活動の強化 
⑤ 施設及び情報提供の一元化 
⑥ 人事交流による組織の活性化 

まず①に掲げるクラシック音楽のファン層の拡大については、まだ文化会

館では平成１３年度に１回コンサートが開催されただけである。 
②の人的ストックの点については、一般的には統合による人員削減を目ざ

すことが効率化の一つの方法であり、すでに述べたように人員削減は行わ

れていないので、事業運営、事務の効率化により人員削減の努力が求めら

れる。④から⑥については統合直後であるが、組織図を見ても、経理面を

見ても、依然として旧組織であるコンサートホール部、京都会館部及び文

化会館部のままとなっており、効率化が進んでいない。地理的条件等があ

るとしても、総務部のほか、これらの各部が合体しただけの組織になって

いるので、例えば「総務部」「管理部」「施設部」のように、いわば職能別・

機能別に管理する方法を視野に入れるべきである。 
新振興財団は、京都市交響楽団で述べたように、市から委託を受けたうえ

で、依頼演奏などの営業力の強化が必要であり、同財団の果さなければな

らない役割は大きい。 

  



  

＜改善を要する事項＞ 
 事業準備引当金は、目的を特定しない内部留保金とみることができ、負

債性がないので、財産・債務の内容を分かりやすくするため、準備金とし

て留保している目的を総勘定元帳及び決算書に表示するよう改善されたい。 
 

＜監査意見＞ 
１ 統合によるスケールメリットを生かすための人員の削減に努められたい。 
２ 統合の効果を出すための人事交流、組織の活性化のため、総務・経理等

の一元化を図るよう検討されたい。 
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